
「さよなら原発」と「平和ネット」
小倉駅前で連続街宣

　今日（11月1 9
日）の夕方は、ま
ず「さよなら原発
北九州」のグルー
プが街宣をやっ
て、その後は我々
「平和をあきらめ
ない北九州ネッ
ト」が同じ街宣を
やるという、非常に濃厚な小倉駅前でした。
　しかもっ！（加藤風　笑）89年ぶりという「ほぼ皆既」の部分月食と
いう超豪華版！僕らのリレートークでは、やっぱり「市民と野党共闘」に
確信を深めた、あるいは自信を持とう！という話が中心ですよね。
　それに改憲の動きが急だけど、それを押し返そうという気迫の訴えも
ありました。

　総選挙の結果に対して
の「がっかり感」は、も
う完全に通過し、みんな
の気持ちは次なるステー
ジに向かっています。
で、スピーチの最後の〆
は僕だったんですけど、
まわりのビルに囲まれ
て見えなかった「月食」
が、ステーションビルの

斜め上に見えてきたんです。
　誰かが「あ、見えた」と言ったと同時に、その周辺のみなさんは月の
方に向いてしまって、そのうちだんだん人が集まってしまって、僕は演
説どころじゃなくなってしまったという・・(笑)
　ま、いいじゃないですか。89年ぶりだし、次回は65年後らしいので。
その65年後の日本も含めた世界では「戦争」という言葉がきっと「死
語」となっていることでしょう。そんなことを願っています。
 （竹内俊一さんＦＢより）

「自衛官等募集に関する対象者情報提供」
を中止せよ！

　北九州市は自衛官募集に係る対象
者情報の提供方法について、防衛省
及び総務省の通知により、来年度か
ら紙媒体（あて名シール）での提供
に変更すると、11月10日に公表しま
した。　
　これを受けて、本日（11月29
日）、「平和とくらしを守る北九州
市民の会」に結集する諸団体が、情
報提供を中止するよう、市当局に申
し入れを行いました。申し入れに参加した団体は、小倉地区平和委員
会、新日本婦人の会北九州７支部、北九州子どもと教育のために手をつ
なぐ会、生活と健康を守る会（門司・八幡）、北九州市地域人権運動協
議会。日本共産党の藤沢市議、高瀬県議も参加。市当局は、市民文化ス
ポーツ局市民総務部総務区政課の課長・係長が対応しました。
　その後、１時間ほど、私たちの切実な中止要請を訴えました。

第43回福岡県人権問題研究集会
地域人権運動の大切さを確認

　第43回福岡県人権問題研究集会が、
11月23日（火：勤労感謝の日）、開催
されました。コロナ感染対策のため、
昨年のように人数を制限しての集会
となりましたが、県下から会場いっぱ
いの参加となりました。記念講演は、
佐藤直樹さんをお迎えし、「世間とい
う同調圧力と私たちの人権」について
語っていただきました。私たち一人ひ
とりにとって、人権とは何かを見つめ
なおす良い機会となりました。
　午後からは、社会問題分科会で映
画『大コメ騒動～女性（おかか）たちのたたかい～』、人権問題分科会
で学習『差別発言・差別落書きにどう対処するのか』（講師：奥山峰夫
氏）がそれぞれおこなわれ、共に学び合い、地域人権運動の大切さを確
認し合う一日となりました。

八幡市民会館の活用を求める連絡会（第64回）
4月の報告集会でパンフレットお披露目

　11月19日（金）、上記連絡会が開催されました。参加者は9名。前回
（10月8日）からの経過報告と当面する課題について確認した後、本日の
メインテーマであるパンフレット作成について検討。パンフレットは20
ページで、目次と執筆担当者を決定しました。パンフレット完成後、市
民報告集会を4月までに開催します。
　次回連絡会は12月10日（金）13：30～15：30、大谷市民センターで開
催します。
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反対意見相次ぐ〝区域区分見直し〟
市民説明会と市議会12月定例会での動き

■ 萩が丘校区の市民説明会
　11月10日、萩が丘校区の市民説明会では、居住者25名の申請枠で25
名が参加し、２時間５分で参加者の発言14名、70件の質問・意見がださ
れました。いずれも「市街化調整区域からはずしてほしい」との意見が
次々にだされましたが、市は「白紙撤回は考えてない、皆様の意見を受
け止めて100％というのはむずかしい」と答えました。
　また、「基本方針に地域の合意形成が得られない場合は市街化区域
を維持するとなっているがこれが嘘なのですか」に対して「個別ですみ
ません」と言葉を濁しました。さらに「今回の逆線引きは法律の主旨と
違うが何故か」の質問に市は「都市計画を定めた時は、そのようなこと
であった思うが、国の指針で人口減少等の場所については調整区域に変
更していくように明記されていまして、その方針に沿って今検討をいま
す」と答弁しました。
　「レッドゾーンやイエローゾーンを決める時に地質調査などはされて
いるのでしょうか」の質問に市は「地質を確認しているとかの質問は、
土砂災害特別区域は福岡県が所管しているので、私は知らないので答え
ることができない」としました。

■ 小倉北区　熊谷
　11月12日に行われた、小倉北区熊谷の説明会では「今回の市民説明会
を10日前に知った。今回の見直しの目的は何か、災害をなくすことか、
山の地質調査はしたのか。土石流が発生する恐れがあるところなのか」
「私たちの財産がどうなるのか、家を処分して、老後の費用に当てよう
と思っていたがそれもできなくなる」、「土地や家屋の市場価値が下が
る、不動産売買がゼロになっている。子々孫々まで不良物件を負わなけ
ればならない」など、住民から「提案はやめてほしい」という立場での
発言が繰り返し行われました。これに対して市当局は「反対でしたら意
見書を書いていただきたい」「見直して再度提案します」と質問への真
面目な回答は聞かれませんでした。

■ 門司区　永黒
　門司区永黒のNさんは、11月に行われた市民説明会があったことを知
りませんでした。後日、自分の家が市街化調整区域へ見直しされている
ことがわかり、12月２日に北九州市役所の建築都市局を訪れて説明を求
めました。Nさんの宅地はバス道路に面していますが、その地域は、250
ｍメッシュで、災害の恐れ、交通の利便性、人口減少を点数で示されて
いることを聞き、具体的に点数を聞いてみると、Nさんの土地の半分の左
側が40点以下で右側が50数点となっており、こんな方法で決められてい
ることに理解できないと撤回を求めました。

■ 12月市議会　本会議質
　12月議会の本会議で
は、区域区分の見直し
について西田議員（自民
の会）と高橋議員（共産
党）が質問しました。
　いずれも市民説明会の
中で出されている住民の
意見が紹介され、提案の
撤回を求める質問が行わ
れました。市は意見書の
締め切りを３月末までと
していましたが、市民説
明会の状況を踏まえて受
付期間を柔軟に見直すと
しました。また、令和５年
度の都市計画についても
令和５年度にこだわらず
柔軟に対応すると答弁し
ました。
 （市民の会事務局）　

地区労連が第80回評議員会
雇止め闘争への支援を訴え

　12月10日（金）、北九州地
区労連は、第80回評議員会
を開催。評議員・役員合わ
せて39人が参加。評議員会
は、安達副議長の開会あい
さつで始まり、議長団選出、
永冨議長挨拶、資格審査・
議事運営委員会報告の後、
議事に入りました。
　2021年秋季年末闘争経過報告、第1・2四半期収支報告の後、2022年春闘
方針骨子案が提案されました。高瀬県会議員が激励の挨拶と県議会報告。健
和会労組荒牧評議員から、「2021年春闘から秋季年末闘争での健和会労組の
取り組み、いのちをまもる緊急行動を成功させ、新いのちをまもる署名の取り組
みに多くの方のご協力を！」と発言。北九州地域ユニオンの増田評議員は、「北
九州市の指定管理者である北九州埠頭から理不尽な雇止めを通告され、民
事裁判で地位確認など請求事件を争っている闘いへの支援の訴え」の発言が
ありました。　堀田事務局長からまとめの発言の後、永吉副議長の閉会あいさ
つ、永冨議長のサイレント団結がんばろうで閉会しました。
 （堀田和夫氏FBより）

日本共産党北九州市議団主催講演会
〝どうする気候危機持続可能な道はあるのか〟
明日香壽川・東北大学教授が分かりやすく解説

　日本共産党北九州市議団主催
の講演会「どうする気候危機　持
続可能な道はあるのか」が12月19
日午後、市立商工貿易会館（小倉
北区）であり、明日香壽川・東北
大学教授が「世界と日本のエネル
ギー・温暖化政策の現状と課題」
と題して講演しました。120人を超える市民がかけつけました。
　明日香教授は先月、英国グラスゴーで開かれた国連気候変動枠組条約第
26 回締約国会議 （COP26）の成果を解説し、気温上昇目標の見直しや石
炭火力発電の段階的削減の取り組み、気候基金などの現状、課題について
言及しました。
　また明日香教授も参加する「未来のためのエネルギー転換研究グループ」
が取りまとめたレポート2030」についても説明し、再生エネと省エネへのエ
ネルギー転換で、年間 254万人の雇用が創出されることなど、気候危機回避
と地域発展が同時に実現できると訴えました。
　質疑応答で会場からの「気候危機に対して、市民に出来ることはあるのか」
との問いに、明日香教授は「建物の断熱化、再エネの電力会社に変える、
日頃の交通手段など、多くの取り組みができる」とアドバイスしました。
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